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12,808万人
（2008年ピーク）

○総人口は、2050年では１億人、2100年には5千万人を割り込むまでに減少。
○今後20年程度で出生率が我が国の人口置換水準（2.07）まで回復した場合には、人口減少のペースは緩やかになり、総人口は

2110年頃から9千5百万人程度で安定的に推移。

合計特殊出生率

本格的な人口減少社会の到来

（出典）1950年から2013年までの実績値は総務省「国勢調査報告」「人口推計」、厚生労働省「人口動態統計」。推計値は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」、厚生労働省「人口動態統計」をもとに国
土交通省国土政策局作成。

（注１）「中位推計」は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」の中位推計（出生中位、死亡中位） 。その他は同推計の年齢別出生率の仮定値と2012年の生命表による生残率を用いた簡易推計による。（「中位推計」と簡易
推計の乖離率を乗じて調整）。各ケースの値はそれぞれの合計特殊出生率の想定にあうよう出生率仮定値を水準調整して試算。

（注２）「人口置換ケース1（フランスの回復ペース）」：2013年男女年齢（各歳）別人口（総人口）を基準人口とし（合計特殊出生率1.43）、1994～2006年におけるフランスの出生率の変化（1.66から2.00に上昇）の平均年率（0.03）ずつ出生率が
年々上昇し、2035年に人口置換水準（2.07）に達し、その後同じ水準が維持されると仮定した推計。

「人口置換ケース2（日本の回復ペース）」：2013年男女年齢（各歳）別人口（総人口）を基準人口とし（合計特殊出生率1.43）、2005年～2013年における我が国の出生率の変化（1.26から1.43に上昇）の平均年率（0.02）ずつ出生率が
年々上昇し、2043年に人口置換水準（2.07）に達し、その後同じ水準が維持されると仮定した推計。

4,959万人

9,100万人程度

2110年頃
【ケース1】
9,500万人程度
【ケース2】
9,000万人程度

でほぼ安定

人口置換ケース１：1994～2006年のフ
ランスの出生率上昇（1.66→2.00）の
ペースで回復し、2035年に2.07に到達

10,900万人程度

合計特殊出生率
（2013年）

1.43

人口置換ケース２： 2005年～2013年の
我が国の出生率上昇（1.26→1.43）の
ペースで回復し、2043年に2.07に到達

9,500万人程度

9,708万人

総人口

合計特殊出生率
（右軸）

若年人口

合計特殊出生率【中位推計】（1.35）

合計特殊出生率（2.07）

10,800万人程度

（千人）

社人研中位推計

（年）
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圏域別の合計特殊出生率の推移
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福岡
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鹿児島
沖縄

都道府県の合計特殊出生率（2014年）

東京圏、大阪圏で低い合計特殊出生率

3（出典）厚生労働省「平成26年人口動態統計」をもとに作成

（2005年）
全国：1.26
東京圏1.16
名古屋圏1.36
大阪圏1.21
地方圏1.39

（2014年）
全国：1.42
東京圏：1.27
名古屋圏：1.44
大阪圏：1.31
地方圏：1.51

○東京圏、大阪圏といった大都市圏で出生率が低く、特に東京都で、極めて低い。
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市区町村の人口規模別の人口減少率

19% 44% 35%

増加
2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人口増減割合別の地点数

2050年の我が国の国土の姿

【2010年を100とした場合の2050年の人口増減状況】

６割以上（63％）の地点で現在の半分以下に人口が減少

0％以上50％未満減少

凡例：2010年比での割合

増加

50％以上減少（無居住化含む）

50%以上減少 0%以上50%未満減少

市区町村の
人口規模

人口減少率

全国平均
の減少率
約24％

居住地域の２割が無居住化

（出典）総務省「国勢調査報告」、国土交通省国土政策局推計値を基に作成。

無居住化

○2050年の我が国全体の姿を≪１km２毎の地点≫に区切ってみると、人口が半分以下になる地点が現在の居住地
域の６割以上に（※現在の居住地域は国土の約５割）。

○人口規模が小さくなる市区町村ほど、人口減少率が高くなる傾向。特に、現在人口１万人未満の市区町村では人
口がおよそ半分に減少。
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＋10.9万人
（東京圏）

－ 0.08万人
（名古屋圏）

－ 1.2万人
（大阪圏）

－9.7万人
（地方圏）

2014年
大阪圏

名古屋圏

首都圏工業等制限法
（1959～2002年）

近畿圏工場等制限法
（1964～2002年）

テクノポリス法
（1983～98年）

頭脳立地法
（1988～98年）

地方拠点法
（1992～）

三大都市圏・地方圏の人口移動の推移

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」をもとに国土交通省国土政策局作成。
（注）上記の地域区分は以下のとおり。

東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
三大都市圏：東京圏、名古屋圏、大阪圏 地方圏：三大都市圏以外の地域

○高度経済成長期には三大都市圏に人口が流入した。
○1980年頃にかけて人口流入は沈静化したが、その後、バブル期にかけて東京圏に人口が流入。
○バブル崩壊後は東京圏が一時的に転出超過となったが、2000年代には再び流入が増加した。

全総 新全総 三全総 四全総 21ＧＤ 国土形成計画62 7769 87 98 08

東京圏 転入超過数（東京圏）のピークは
1962年（39万人）

新産業都市法
工業整備特別地域法

（1962～2001年）

地方圏

転出超過数（地方圏）のボトムは
1961年（65万人）

第一次
石油ショック
（1973年） 第二次

石油ショック
（1979年）

バブル崩壊
（1991年）

アジア
通貨危機
（1997年）

東日本大震災
（2011年）

阪神淡路
大震災

（1995年）

リーマンショック
（2008年）
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転入超過割合との相関係数

1955～2012 1955～89 1990～2012
所得格差 0.95          0.97 0.08

1963～2014 1963～89 1990～2014
雇用格差 0.55          0.34       0.93

（年）

所得格差

３大都市圏への人口移動と所得、雇用格差

○３大都市圏について転入超過割合と所得格差、雇用格差の関係をみると、
①1990年以前は所得格差との相関が高く（所得が高まると人口流入が増加）、
②1990年代以降は雇用格差との相関が高い（有効求人倍率が相対的に高まると人口流入が増加）。

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」、厚生労働省「一般職業紹介状況（職業安定統計）」、内閣府「県民経済計算」より国土交通省国土政策局作成。
（注1）３大都市圏は、東京圏（ 埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、名古屋圏（ 岐阜県、愛知県、三重県） 、大阪圏（大阪府、京都府、兵庫県、奈良県）をさす。
（注2）転入超過割合は「（転入者－転出者）／日本人人口」、所得格差は「１人当たりの県民所得の３大都市圏平均／全県計（３大都市圏除く）」、

有効求人倍率格差は「有効求人倍率の３大都市圏平均／全国値（３大都市圏除く） 」で計算。
（注３）グラフ内の数字は各期間の転入超過割合と格差指標の相関係数。
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（所得格差、比率）
（転入超過割合、％）

（雇用格差、比率）

雇用格差

転入超過割合
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地方圏における年齢別人口移動の状況

1985→1990 1990→1995

1995→2000 2000→2005

2005→2010

ライフステージでみた人口移動の状況

（出所）総務省「国勢調査」、厚生労働省「人口動態」を基に国土交通省国土政策局作成。
（注）１．各年齢の人口移動は、５年前からの移動を示す。

２．ライフステージ毎の移動の表の数値は、大学進学時は19～21歳、就職期は24～26歳、退職時は58～
62歳の平均。

３．地方圏は、三大都市圏を除く都道府県の合計。

○地方圏においては、進学期の人口流出が減少している一方で、就職期にはかつては流入超に転じていたが、最近

は流出超となる傾向。一方で、退職期には、地方圏への人口流入が増加。

○東京圏に居住する者のうち東京圏生まれの比率が特に30-40歳代で上昇。

転入超過数（万人）

大学進学期

就職期

退職期

＜ライフステージ毎の移動者数＞

1985年
→1990年

1990年
→1995年

1995年
→2000年

2000年
→2005年

2005年
→2010年

大学進学期 ▲18.5 ▲15.7 ▲14.1 ▲12.1 ▲11.2

就職期 ＋1.6 ＋3.0 ＋1.2 ▲0.3 ▲2.4

退職期 ＋0.2 ＋0.5 ＋0.9 ＋0.8 ＋1.2

40

50

60

70

80

90

100

割合（％） 東京圏居住者に占める東京圏出生者の割合（年齢別）

1991年 1996年 2001年 2006年 2011年

（全体）

1991年 67.3%
1996年 68.4%
2001年 68.1%
2006年 73.2%
2011年 68.1%

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「人口移動調査」を基に作成。
（注）１.東京圏とは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県。

２.出生県不詳を除く。

30-40歳代で東京圏
出生者割合が上昇

（単位：万人）
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（年齢）

転入超過

転出超過

（年齢）
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その他地方圏
（5,734万人）

地方における人口移動の推移・「対流」の状況

地方中枢都市
（611万人）

その他地方圏
（5,765万人）

（出所）総務省「住民基本台帳人口移動報告」より国土交通省作成。
(注)1.地方中枢都市は、札幌市、仙台市、広島市、北九州市、福岡市 ２．その他地方圏は、三大都市圏及び地方中枢都市を除く合計。

２．人口ダム係数は、（その他地方圏から地方中枢都市圏への転出）／ ｛（その他地方圏から地方中枢都市圏への転出）＋（その他地方圏から三大都市圏への流出）｝により算出。
３．括弧内の数字は、各圏域の総人口。

三大都市圏
（6,151万人）

1994年

○最近では、人口移動の規模が全体的に縮小傾向。

○また、地方から都市への人の流れが、逆方向の人の流れを上回っていることから、転入、転出のバランスがとれなく
なってきている。

○その他地方圏からの人口流出の約３割が地方中枢都市に留まる傾向は継続（「人口ダム」係数）。

55.3万人59.2万人
地方中枢都市

（644万人）

三大都市圏
（6,401万人）

2004年

52.0万人44.5万人 地方中枢都市
（668万人）

その他地方圏
（5,479万人）

三大都市圏
（6,561万人）

2014年

44.7万人36.2万人

7.8万人 6.6万人 6.1万人

20.2万人 16.2万人 13.2万人

7.6万人

20.7万人

7.7万人8.0万人

18.7万人 16.0万人

(万人）

(年）
(年）

「人口ダム」係数 （1994年） 27.2% （2004年）26.5% （2014年）26.4%

地方圏→地方中枢都市
三大都市圏→地方中枢都市
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三大都市圏→地方中枢都市
三大都市圏→地方圏

地方中枢都市→三大都市圏

地方圏→三大都市圏
合計（転入超過）

地方から三大都市圏への転入・転出状況 地方中枢都市の転入・転出状況

地方中枢都市→地方圏

地方中枢都市→三大都市圏

合計（転入超過）



地方への移住の意向とその条件

（出典）内閣府「人口、経済社会等の日本の将来像に関する世論調査」（平成26年10月）を基に作成。
（注）右グラフの色は、赤：雇用関連、黄：生活関連、青：その他の項目。

21.3 18.4 33.3 26.2
0.8

総数（478人）

地方への移住の意向
「思う」 「どちらかといえば思う」 「どちらかといえば思わない」 「思わない」

「わからない」

26.1

16.7

20.6

16.3

31.9

34.6

21.0

31.3

0.4

1.3

男性（238人）

女性（240人）

34.1

23.7

27.9

17.5

16.7

16.8

18.2

33.9

23.3

20.0

8.9

13.4

34.1

27.1

33.7

41.3

38.9

26.1

11.4

13.6

15.1

21.3

35.6

42.0

2.3

1.7

1.7

0 20 40 60 80 100

２０～２９歳（44人）

３０～３９歳（59人）

４０～４９歳（86人）

５０～５９歳（80人）

６０～６９歳（90人）

７０歳以上（119人）

52.3

51.2

51.1

48.9

42.6

35.3

26.8

25.3

14.2

10.0

1.6

1.1

－

0 10 20 30 40 50 60

教育，医療・福祉などの利便性が高いこと

居住に必要な家屋や土地が安く得られること

生活の場や文化イベントなどが充実していること

移住に必要な情報提供などの自治体の支援がある

今の職場より魅力的な職場があること

道路などの社会基盤が整備されていること

今の職場が地方に移転すること

今の職場を退職すること

その他

特にない

わからない

地方へ移住する条件
（%）

（%）

（性別）

（年齢別）

39.7

57.6

○都市に住む人の4割が「地方に移住してもよいと思う」又は「どちらかといえば思う」と考えており、年齢別にみると、20
～40歳代でそれぞれ半数を超えている。

○地方へ移住をする上での条件は、半数の者が、「教育、医療・福祉などの利便性が高いこと」、「居住に必要な家屋
や土地が安く得られること」といった生活関連の充実を挙げる者が多い。
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高齢化の急速な進展

（出典）2040年までは国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成25年3月推計）の中位推計。2045年及び2050年は国土交通省国土政策局による試算値。
（注）割合の推移のグラフ中の括弧内は、2010年及び2050年のデータ

○高齢人口の指数（2010年＝100）をみると、2050年にかけて東京圏における増加が顕著。特に80
歳以上人口は大幅に増加。

○高齢化率は、全ての圏域において上昇し続け、地方圏が三大都市圏を一貫して上回って推移。
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地方圏
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2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

65歳以上人口割合の推移

大阪圏（22.9%→39.1%）

地方圏（24.7%→39.5%）

全国（23.0%→38.8%）

東京圏（20.5%→38.5%）

名古屋圏（21.7%→36.0%）

0
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15
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2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

80歳以上人口割合の推移

大阪圏（5.7%→16.7%）

地方圏（7.6%→17.3%）

東京圏（4.9%→15.6%）

全国（6.4%→16.5%）

名古屋圏（5.6%→14.8%）

（％）

（％）

（年）

（年） （年）

（年）



東京圏における高齢者数の急増

○都心部を中心に高齢人口、特に80歳以上の高齢者数の増加が今後予想され、特に団塊の世代が
80歳以上となる2030年には、特に東京都区部及びその近郊で急増し、医療・介護等需要が急速に
高まるおそれ。

2030年2025年

2010年1990年

（備考）カッコ内は80歳以上人口比率

（出典）総務省「国勢調査」、国土交通省推計値により作成。

（注）左図は約1km2当たりの80歳以上の高齢者数

〈
現
状
〉

〈
将
来
〉

1,500～
1,000～1,500
500～1,000
0～500 （人）

2,000～

1,500～2,000

1,000～1,500
500～1,000

0～500 （人）

2,000～

1,500～2,000

1,000～1,500

500～1,000

0～500 （人）

2,000～

1,500～2,000

1,000～1,500

500～1,000

0～500 （人）

56.0万人 174.1万人 349.8万人 415.6万人
（1.8％） （4.9％） （9.9％） （12.1％）
24.2万人 68.2万人 122.4万人 142.0万人
（2.1％） （5.2％） （9.3％） （11.0％）
17.7万人 46.7万人 80.3万人 92.6万人
（2.2％） （5.2％） （8.9％） （10.5％）
12.8万人 43.6万人 92.2万人 109.7万人
（1.6％） （4.8％） （10.2％） （12.4％）
9.6万人 30.7万人 65.2万人 78.9万人
（1.7％） （4.9％） （10.9％） （13.6％）
9.4万人 31.6万人 69.9万人 85.0万人
（1.5％） （4.4％） （10.0％） （12.5％）

295.5万人 820.1万人 1338.9万人 1571.1万人
（2.4％） （6.4％） （11.1％） （13.5％）

埼玉県

全国

東京圏の80歳以上人口（80歳以上人口比率）

東京圏

東京都

うち特別区

神奈川県

千葉県

1990年 2010年 2025年 2030年
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郊外部における「街の高齢化」

○ 高度成長期にニュータウンなどの大規模開発及び住民の入居が同時期に進んだ郊外部では、今後
も８０歳以上の高齢者比率が急速に高まり、「街の高齢化」が進行することが予想される。

高齢者比率

（出典）総務省「国勢調査」、国土交通省推計値により作成。
（注）高齢者比率は、80歳以上の高齢者人口が総人口に占める割合。

2025年

2010年2000年

2030年

20%以上 15%～20% 10%～15% 5%～10% 0%～5% 12
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65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90～94歳 95歳以上

年齢層別人口（万人）

要介護認定者数（万人）

年齢層別人口に占める認定者数の割合（右目盛）

70代後半の要介護
認定率は14%

高齢化と介護・認知症の高齢者数の増加

高齢者人口と要介護認定率（全国）

（年齢階級別、2014年）

○ 要介護認定率は70歳代前半では6％にとどまるが、80歳代前半になると3割に達する。
○ 認知症の高齢者の割合は、70歳代前半では、4％程度にとどまるが、80歳代前半になると2割を

超える。

出典：介護給付費実態調査月報（厚生労働省）、人口推計（総務省）

70代前半の要介護
認定率は6%

80代前半の要介護
認定率は30%

出典：東京都認知症対策推進会議第7回認知症医療部会（平成26年7月）資料１０より作成
東京都福祉保健局高齢社会対策部「要介護者数・認知症高齢者数等の分布調査」
（平成25年11月）による。

2% 4%
10%

23%

44%

69%

1% 3%
7%

16%

32%

56%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

65～69歳 70～74歳 75～79歳 80～84歳 85～89歳 90歳～

各年齢層に占める日常生活の自立度がⅠ以上の割合

各年齢層に占める日常生活の自立度がⅡ以上の割合

80歳代前半の認知症の高齢者は、
5人に1人以上

認知症高齢者の割合（東京都）

（年齢階級別、2013年）

※認知症高齢者の日常生活の自立度がⅠ以上：何らかの認知症の症状がある
〃 Ⅱ以上：見守り又は支援が必要
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日常の買い物に不便

医院や病院への通院に不便

交通機関が高齢者には使いにくい、または整備されていない

散歩に適した公園や道路がない

近隣道路が整備されていない

図書館や集会施設などの公共施設が不足

交通事故にあいそうで心配

集会施設、役所、商店など公共的建物が高齢者に使いにくい

その他

特にない

わからない

総数（N=2,062）

大都市（N=472）

中都市（N=867）

小都市（N=522）

町村（N=201）

高齢者単独世帯の増加、生活上の不便

（出典）内閣府「平成26年版高齢社会白書」を基に作成。
（注）１ 平成22年までは総務省「国勢調査」、平成27年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日

本の世帯数の将来推計（平成25（2013）年1月推計）」、「日本の将来推計人口（平成24
（2012）年１月推計）」

２ 「一人暮らし」とは、上記の調査・推計における「単独世帯」のことを指す。
３ 棒グラフ上の（ ）内は65歳以上の一人暮らし高齢者の男女計
４ 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。
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一人暮らしの高齢者の動向
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（年）

男
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女

一人暮らし高齢者
の高齢者人口に占
める割合（右軸）

（出典）内閣府「高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査」（平成23年3月）を基に作成。
（注）「大都市」は東京都区部と政令指定都市、「中都市」は人口10万人以上の市（大都市を除く）、「小都

市」は人口10万人未満の市。

○一人暮らし高齢者数は男女ともに顕著に増加しており、2035年には高齢者人口に占める割合は男性16％、女性
23％にまで上昇。

○高齢者の生活の困難化・孤立化・無縁化が懸念されるが、特に買い物や通院、交通サービス等では、小規模なま
ちであるほど不便を感じている。
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全国（実数） 全国 北海道

東北 南関東 北関東・甲信

北陸 東海 近畿

中国 四国 九州・沖縄

地方の労働力人口の減少

○全国の労働力人口は、1998年に既にピーク（6，793万人）を越えており、長期的に減少傾向。

○各地域の労働力人口の推移を比較すると、南関東のみ増加傾向だが、その他の地域は近年減少傾向。特に東北、

北陸、中国、四国地域でその傾向が大。

（出典）総務省統計局「労働力調査」を基に国土交通省国土政策局作成。
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連携中枢都市圏の形成～都市圏の変化～

○30万人以上の都市圏※は、61（2010年）から43（2050年）へと激減。
※）三大都市圏を除く。

2010年に人口30万人以上の都市圏
（三大都市圏を除く）の人口の変化

（※1）2010年の人口10万人以上の市を中心市とし、
自動車で60分以内の1kmメッシュを都市圏とし
て設定。ネットワークは【財】日本デジタル道路
地図協会「デジタル道路地図データベース
2011年版」による。

（※2）2010年の人口は総務省「国勢調査」による。
（※3）2050年の推計人口は国土交通省国土政策局

のメッシュ推計人口による。

2050年に人口30万人を維持できる都市圏（中心市）
2050年に人口30万人を維持できない都市圏（中心
市）

【４３都市圏】 【１８都市圏】

札幌・小樽・江別 函館

八戸 旭川

盛岡 帯広

仙台・大崎 苫小牧

秋田 青森

山形 弘前

福島 鶴岡・酒田

郡山 いわき

水戸・ひたちなか 日立

土浦・つくば 那須塩原

宇都宮・鹿沼 鳥取

栃木・小山・筑西 米子

足利・佐野・桐生・太田 周南

前橋・高崎・伊勢崎 山口・防府

新潟・三条・新発田 丸亀

長岡 新居浜・西条

富山・高岡 佐世保

金沢・小松・白山 都城

福井

甲府

長野

松本

沼津・三島

静岡・富士・富士宮・焼津・藤枝・島田

浜松・掛川・磐田・豊橋・豊川

長浜・彦根・東近江

和歌山

岡山・倉敷

福山・尾道・三原

広島・呉・廿日市・東広島・岩国

徳島

高松

松山

高知

北九州・下関

福岡・飯塚・筑紫野・春日・久留米・唐津

佐賀

長崎・諫早

熊本・大牟田・八代

大分・別府

宮崎

鹿児島

那覇・浦添・沖縄・うるま

2010年

2050年
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人口規模とサービス施設の立地(三大都市圏※を除く)

○様々なサービス供給は、需要の大きさ等を踏まえ、人口規模により施設の立地がされる傾向。
○将来的には施設立地の状況は変わり得るものであるが、今後の都市機能の確保や都市間の連携等を検討する
際には、こうした状況を十分に踏まえて検討することが重要。

（注１）2050年の市町村別人口は、国土交通省国土政策局推計値
（注２）2010年、2050年ともに、人口規模別の市町村数は、平成22（2010）

年12月1日現在の三大都市圏を除く1,260市区町村を基準に分類

（出典）総務省「平成21年度経済センサス」、厚生労働省「医療施設調査 病院報告（平成24年10月）」、同「介護サービス施設・事
業所調査（平成24年10月）」日本救急医学会HP、wellnes HP、日本ショッピングセンター協会資料、日本百貨店協会HP、メル
セデスベンツ・フォルクスワーゲン・BMW各HP、スターバックスコーヒージャパン資料をもとに、国土交通省国土政策局作成

（参考）20１0年と2050年における人口規模別の市町村数（三大都市圏※を除く）

2,500人

5,500人 6,500人

52,500人32,500人

百貨店【100】

275,000人

17,500人

42,500人

175,000人

175,000人

0～2,000人 2,000～4,000人 4,000～6,000人 6,000～8,000人 8,000～1万人 1～2万人 2～5万人 5～10万人 10～20万人 20～50万人 50万人～

一定の人口規模の市町村のうち、当該産業の事業所が１つでも存在する市町村の割合（存在確率）
が50％（左端）と80％（右端）を 上回るような人口規模で、最も小さいもの（値は区間平均。

例えば、0～1,000人の市町村で最初に50%を 超えた場合は500人と表記）。

左端：存在確率50％ 右端：存在確率：80％

存在確率

人口規模

100%
80%

50%

存在確率50%
の人口規模

存在確率80%
の人口規模

書籍・文房具小売業【24,630】

1,500人

47,500人32,500人

飲食料品小売業【216,158】

500人

※存在確率の算出においては、各人口
規模別の市町村数を考慮して、1万人

以下の市町村は1,000人毎、1万～10
万は5,000人毎、10万人以上は5万人
毎に区分して計算。

フィットネスクラ ブ【1,392】

カラ オケボックス業【3,488】

学習塾【24,717】

ハンバーガー店【2，541】

映画館【315】

銀行（中央銀行を 除く）【8,678】

9,500人6,500人

57,500人

82,500人

87,500人

72,500人

4,500人
酒場、ビアホール【66,081】

500人

87,500人

存在確率
一定人口規模で当該産業の事業所が存在する市町村数

一定人口規模の全市町村数
X 100（%）＝

興行場、興行団【802】

62,500人

公認会計士事務所【827】
275,000人

77,500人

救命救急センター施設【142】

法律事務所【3,259】

結婚式場業【880】

97,500人
地域医療支援病院【274】

175,000人

500人
旅館、ホテル【35,268】

52,500人

57,500人

金融商品取引業【1,182】

500人

飲食店【325,141】

27,500人17,500人

税理士事務所【11,063】

ペット・ペット用品小売業【2,299】

225,000人175,000人

外車ディーラ ー3大ブランド【287】

5,500人 17,500人

遊戯場【12,070】

2,500人 7,500人
喫茶店【28,777】

9,500人 22,500人

男子服小売業【10,773】

4,500人 17,500人

音楽教授業【11,590】

32,500人27,500人

外国語教授業【3,514】

77,500人32,500人

学術・開発研究機関【2,537】

175,000人125,000人

大学【440】

9,500人6,500人

通所・短期入所介護事業【8,044】

47,500人 87,500人

イ ンターネット付随サービス業【1,883】

27,500人

52,500人

自動車賃貸業【3,304】

22,500人

47,500人

音楽・映像記録物賃貸業【1,907】

87,500人

57,500人 87,500人

博物館、美術館【1,213】

経営コンサルタント業【4,026】

37,500人 62,500人

27,500人

500人 4,500人

2,500人 一般病院【4,554】

歯科診療所【30,966】

介護老人福祉施設【3,689】
訪問介護事業【6,406】

27,500人8,500人

42,500人

32,500人

500人

500人
一般診療所【48,083】

有料老人ホーム【1,293】

5,500人

介護療養型医療施設【1,227】

125,000人

62,500人

225,000人 375,000人

先進医療を実施する病院【241】

ショ ッピングセンター
（売場面積15,000㎡以上）【491】

77,500人 92,500人

500人

郵便局【12,457】

175,000人 275,000人

スターバックスコーヒー【345】

37,500人

225,000人

275,000人

61 98 96 95 67

240
305

163
81 41 13

166 182
99 85 70

214 249
115

44 27 9
0

100
200
300
400
500

0～2,000人 2,000～4,000人 4,000～6,000人 6,000～8,000人 8,000～1,0000人 1～2万人 2～5万人 5～10万人 10～20万人 20～50万人 50万人～

2010 2050

※三大都市圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

37,500人17,500人

介護老人保健施設【2,368】

9,500人 22,500人

救急告示病院【2,214】

※【 】内は全国（三大都市圏を 除く）の施設総数

医療・福祉

対企業サービス

学術研究、
教育・学習支援

小売

宿泊・飲食サービス

生活関連サービス

金融
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（出典）内閣府「国民経済計算」により作成。

○我が国経済の成長率は長期的に低下傾向。
○90年代からは、労働力人口の減少が経済成長にマイナスの影響が出ているものの、資本や技術革

新（TFP）の影響の方が大。

0.6 
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0.8 

-2.0

-1.0
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1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

1981-1990 1991-2000 2001-2010

潜在成長率の推移
（平均成長率、％）

資本投入寄与度

労働投入寄与度

潜在ＧＤＰ成長率

（年）

ＴＦＰ（技術革新）寄与度

（出典)内閣府 経済財政諮問会議「選択する未来」委員会資料より作成。

我が国経済の成長力の低下
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貿易収支・経常収支の推移

(兆円）

○ 所得収支の拡大等を反映して、2000年から経常収支が貿易収支を上回っている。
○ 2008年はリーマンショックにより貿易収支の黒字幅が大幅に減少、2011年の東日本大震災後は、ＬＮＧの

輸入増などにより貿易収支が赤字化。
○ 農林水産物の輸出は近年やや増加しているものの、大幅な輸入超過が続いている。

（出典）財務省「国際収支状況」

（出典）農林水産省「農林水産物輸出入概況」

（出典）財務省「貿易統計」 19
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アジアにおける中国のプレゼンスの増大

（出典）ＩＭＦ、各国統計、内閣府資料より作成。
（注）1. 図中矢印の数字は2012年の輸出額（括弧内は2002年からの変化率（倍））。単位は億ドル。楕円内のGDP、輸出入額の表記も同様。

2. 赤字は5倍以上の増加を表す。

○アジアにおける近年の貿易構造の変化をみると、中国と各国・地域との関係の強まりが顕著。

：251～500億ドル ：1,001～2,000億ドル

：1～250億ドル ：501～1,000億ドル ：2,001億ドル～

中国
GDP  82,270(5.7)
輸出 20,487(6.3)
輸入 18,184(6.2)

日本
GDP 59,640(1.5)
輸出 7,989(1.9)
輸入 8,859(2.6)

韓国
GDP  11,559(2.0)
輸出 5,479(3.4)
輸入 5,196(3.4)

ASEAN
GDP  23,055(3.6)
輸出 12,515(3.1)
輸入 12,122(3.4)

台湾
GDP 4,753(1.6)
輸出 3,012(2.2)
輸入 2,705(2.4)

香港
GDP  2,630(1.6)
輸出 4,428(2.2)
輸入 5,044(2.4)

876(5.7)

1,343(5.6)

1,515(3.1)

1,442(3.6)

2,039
(8.6)

615(2.2)

1,422
(6.5)

388(2.6)

1,286
(2.5)

807
(7.7)

368
(5.6) 3,237

(5.5)
2,397
(3.0)

1,294
(2.3)

3,240
(3.5)

186
(1.7)

411
(1.6)

294
(2.3)

804
(3.2)

791
(4.3)

553
(3.4)

76
(1.9)

326
(3.2)

118
(3.0)

148
(2.2)

190
(1.5)

460
(1.8)

331(1.9)

104(2.4)

565(3.4)
379(1.1)
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ロシアとの貿易量増加

（出典）JETROホームページより、国土交通省国土政策局作成。

○ ロシアとの貿易量は、近年増加しており、特に、液化天然ガス、石油等の鉱物性燃料の輸入額の増加が著しい。
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(7,550) 
7,572 
7,642 
8,016 
(8,068) 
8,324 
8,802 
8,967 
9,004 
9,174 
9,510 
9,990 
10,046 
10,364 
10,675 
(10,914) 
10,955 

11,900 
12,176 
12,797 
13,213 

14,268 
15,845 

16,588 
17,923 

24,200 
24,671 
24,813 

25,661 
25,715 

26,547 
28,356 

31,169 
31,545 

37,795 
47,704 

55,686 
60,661 

69,768 

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000 90,000

アイルランド（Ireland）

ベトナム（Vietnam）

ベルギー（Belgium）

台湾（Taiwan）

デンマーク（Denmark）

ポルトガル（Portugal）
インドネシア（Indonesia）

スイス（Switzerland）

チェコ（Czech Republic）

エジプト（Egypt）
南アフリカ共和国（South Africa）

アラブ首長国連邦（U.A.E.）
モロッコ（Morocco）

日本（Japan）

ハンガリー（Hungry）
スウェーデン（Sweden）

クロアチア（Croatia）

シンガポール（Singapore）

韓国（Korea）

オランダ（Netherlands）

サウジアラビア（Saudi Arabia）

マカオ（Macau）

ポーランド（Poland）

カナダ（Canada）

ギリシャ（Greece）

メキシコ（Mexico）

ウクライナ（Ukraine）

オーストリア（Australia）

香港（Hong Kong）

マレーシア（Malaysia）

タイ（Thailand）

ロシア（Russia）

英国（U.K.）
ドイツ（Germany）

トルコ（Turkey）
イタリア（Italy）
中国（China）

スペイン（Spain）

米国（U.S.A.）
フランス（France）

（83,013）

2014年の訪日外国人
旅行者数は1,341万人

外国人旅行者受入数の国際比較

○ 2013年の日本への外国人旅行者受入数は約1,036万人。2003年のビジット・ジャパン事業開始以来の政府目標であっ
た年間1000万人を史上初めて達成。世界で27位、アジアで8位。2014年は約1,341万人（推計値）

注1： 本表の数値は2014年6月時点の暫定値である。
注2： フランス、スウェーデン､デンマーク、アイルランドは、2013年の数値が不明であるため、2012年の数値を

採用した。
注3： アラブ首長国連邦は、連邦を構成するドバイ首長国のみの数値が判明しているため、その数値を採用した。
注4： 本表で採用した数値は、韓国、日本、台湾、ベトナムを除き、原則的に1泊以上した外国人訪問者数である。
注5： 外国人訪問者数は、数値が追って新たに発表されたり、さかのぼって更新されることがあるため、数値の

採用時期によって、 そのつど順位が変わり得る。
注6： 同一国において、外国人訪問者数が異なる統計基準に基づいて算出されている場合があるため、比較する

際には注意を要する。
Source: UNWTO and National Tourism Offices      Compilation: Japan National Tourism Organization (JNTO) 
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注) 数値は2013年までは確定値、2014年は推計値
（出典）日本政府観光局（JNTO）
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アジアの中間層・富裕層の急速な拡大

○2020年にはアジアの中間層は28.9億人に、富裕層は3.5億人に拡大しており、大きな市場へと成長。

（出典）経済産業省「平成25年版通商白書」を基に国土交通省国土政策局作成。
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20.3

5.0

（23％）

14.8

（42％）

32.6

（59％）

5.6

（26％）

5.9

（17％）

5.9

（10％）

8.1

（38％）
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（29％）

11.3

（20％）

1.5

（7％）
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2009年 2020年 2030年

中南米
3.1（６％）

欧州

中東・
北アフリカ
2.0(4％)

（10億ドル）

556.8億ドル350.5億ドル212.8億ドル

北アメリカ

サハラ以南
アフリカ
0.8（１％）

（出典）ＯＥＣＤ、内閣府「世界経済の潮流2010年Ⅰ」より作成。
（注） 四捨五入により、合計が必ずしも一致しない場合がある。

世界の中間層による消費額推移

アジア・
太平洋
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首都直下地震、南海トラフ巨大地震の切迫

資料：・地震発生確率は地震調査研究推進本部ウェブサイト
（地震調査研究推進本部地震調査委員会が公表した評価）による。
・被害想定は、首都直下地震対策検討ＷＧ最終報告（平成25年12月）
・被害想定は、南海トラフ巨大地震対策検討ＷＧ最終報告（平成25年5月）による。
・１６００年以降に南関東で発生した地震は、防災白書（H24）による。

○首都直下地震
地震の規模 ：M6.7～7.2程度
地震発生確率：30年以内に、70％程度
平均発生間隔：23.8年

○被害想定（主なもの）
・全壊家屋：約17万5千棟
・建物倒壊による死者：最大約1万1千人
・焼失：最大約41万2千棟
・死者数：最大約2.3万人
・建物等の直接被害：約47兆円
・生産・サービス低下：約48兆円

１６００年以降に南関東で発生した地震

○南海トラフ巨大地震
地震の規模 ：M8～9クラス
地震発生確率：30年以内に、70％程度
平均発生間隔：88.2年

○被害想定（主なもの）（基本ケース）
・揺れによる全壊家屋数：約62万7千棟
・液状化による全壊家屋数：約11万5千棟
・焼失数：約31万棟（冬・夕・風速8m/sのケース）
・死者数：最大約32.3万人
・資産等への被害【被災地】：97.6兆円
・経済活動への影響【全国】：35.1兆円

１６００年以降に南海トラフで発生した巨大地震 24



風水害の局地化・激甚化

出典：地球温暖化予測情報 第８巻、日本の水資源
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○ 時間降水量50ミリや80ミリ以上の年間観測回数は増加傾向にあり、雨の降り方は局地化・激甚化している。



巨大地震、風水害等の切迫（災害リスク地域の広がりと人口分布）

対象災害
災害リスク地域面積
（国土面積に対する割合）

災害リスク地域内人口(2010)
（全人口に対する割合）

洪水 約20,000 km2 (5.3%) 3,671 万人(28.6%)

土砂災害 約59,200 km2   (15.7 %) 613 万人(4.9%)

地震災害（震度被害） 約44,300 km2   (11.7 %) 5,888 万人(46.3%)

地震災害（液状化被害） 約48,700 km2   (12.9 %) 5,743 万人(44.8%)

津波災害 約19,000 km2   (5.0 %) 2,610 万人(20.4%)

５災害いずれか 約131,400 km2   (34.8 %) 9,442 万人(73.7%)

注）１．各災害のリスクエリア定義

【洪水】：国土数値情報の「浸水想定区域データ」より、浸水深が「＞０」となるエリア。

【土砂災害】：国土数値情報の「土砂災害危険箇所データ」のうち、土石流、地すべり、急傾斜地崩壊に

関する危険区域等のエリア。一部、点データや線データが含まれることから、各箇所の全国的な平

均面積を踏まえて面データに変換している。

【地震災害（震度被害）】：地震調査研究推進本部が公表している「確率論的地震動予測地図」における、

３０年間で震度６弱以上となる確率が２５％以上となるエリア。

【地震災害（液状化被害）】：日本の地形・地盤デジタルマップの微地形区分メッシュとメッシュ傾斜から、

学術的に液状化の危険性が高いとされているメッシュを抽出したエリア。

【津波災害】：簡易な数値計算で算出した津波浸水エリア。津波防災地域づくり法に基づく「津波浸水想定」

が未だ全国で設定されていないため、簡易な想定で代用している。

２．リスクエリア内人口は、2010年国勢調査地域メッシュ統計（総務省提供）の人口分布からリスクエリア

に重なるメッシュ（1km）の人口を抽出した。メッシュ内にリスクエリアの境界がある場合は、面積按分

を用いた。

○ 災害リスク地域は全国に広がっており、国土の約３５％が何らかの災害リスク地域となっている。
○ しかし、災害リスク地域に居住する人口（２０１０年）は全体の７０％以上であり、災害リスク地域に人

口が偏っていることを示している。

５災害リスクエリアの
重ね合わせ図
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社会資本の老朽化

○今後20年間で、建設後50年以上経過する施設の割合は加速度的に高くなる見込み。

○20年後の社会資本（10分野）の維持管理・更新費は、約4.6～5.5兆円程度と推定。

注１：平成25年度 国土交通白書
注２：社会資本（10分野）とは、道路、治水、下水道、港湾、公営住宅、公園、海岸、空港、航路標識、官庁施設である。

社会資本（10分野）の維持管理・更新費（推計）（注1）

2013年度： 約3.6 兆円程度
2023年度： 約4.3～5.1 兆円程度
2033年度： 約4.6～5.5 兆円程度

2013年3月 2023年3月 2033年3月

道路橋
【約40万橋（橋長2m以上の橋70万橋のうち）】

約18% 約43% 約67%

トンネル
【約1万本】

約20% 約34% 約50%

河川管理施設（水門等）
【約1万施設】

約25% 約43% 約64%

下水道管きょ
【総延長：約45万km】

約2% 約9% 約24%

港湾岸壁
【約5千施設（水深－4.5m以深）】

約8% 約32% 約58%

表 建設後50年を経過する社会資本の割合（注1）
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世界の食料の需給動向と日本の食料自給率

○世界の食料需給は、世界人口の増加や近年の異常気象の頻発等の要因により逼迫する可能性。
需要量は2050年には69.3億t と2000年の1.6倍に増加する見通し。生産量も生産性の向上や農業投資の増加に
より69.3億t の見通しだが、地球温暖化、水資源の制約、土壌劣化等が不安要素。

○日本の食料自給率は供給熱量ベースで39％（2013年度）であり、1997年度以降は40％前後で推移。
自給率の低下は、米の消費量の減少、輸入飼料穀物や輸入油糧作物に依存する傾向が高い畜産物や油脂の
消費量増加等が背景にあり。
食料・農業・農村基本計画（平成27年3月）では、2025年度に供給熱量ベースで45％，生産額ベースで73％を
目標自給率として設定。

世界全体の食料需要の見通し

日本の食料自給率、PFC熱量比率、米供給重量の推移

※農林水産省の平成25年度食料需給表（H26.8）、食料・農業・農村基本計画（H27.3） から
国土政策局作成

※農林水産省「平成25年度 食料・農業・農村白書」より

注：平成１２(2000）年の世界銀行データ（１人当たり国民総所得（GNI））
により、先進国（9,266ドル以上），中間国（756～9,265ドル），開発途上
国（755ドル以下）に区分
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日本と世界の水資源

１人当たり年降水量・水資源量

※水資源量は表流水と地下水の合計 出典：平成26年水資源白書（FAO「AQUASTAT」）

○年平均降水量は世界平均の約2倍となっているが、一人当たりの年降水量は世界平均の1/3程度にとどまる。
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世界のエネルギー需要予測

○世界のエネルギー需要は、２０３５年には２０１１年の約１．３倍まで増加すると予測されている。

○特に非ＯＥＣＤ加盟国での増加予測が大きく、インドでは約２．１倍、中国では約１．５倍に増加すると予測される。

エネルギー白書２０１４
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省エネと再生可能エネルギーの活用、新たなエネルギー供給の可能性

○固定価格買取制度（ＦＩＴ）の開始前（平成２４年６月末まで）における再生可能エネルギー発電設備の累積導入量
は約２，０６０万ｋＷ。ＦＩＴ開始後、新たに１４９３万ｋＷの発電設備が導入された。

○一次エネルギーの国内供給量に占める再生可能エネルギー（水力、新エネルギー・地熱等の合計）の割合は、２０
１３年度で８％程度。

再生可能エネルギー
発電設備

固定価格買取制度導入前 固定価格買取制度導入後

平成24年6月末までの累積
導入量

新規認定設備の導入量
（平成26年11月末時点）

太陽光（住宅） 約４７０万ｋＷ ２８０万ｋＷ

太陽光（非住宅） 約９０万ｋＷ １１７６万ｋＷ

風力 約２６０万ｋＷ ２２万ｋＷ

中小水力 約９６０万ｋＷ ３万ｋＷ

バイオマス 約２３０万ｋＷ １２万ｋＷ

地熱 約５０万ｋＷ ０万ｋＷ

合計 約２，０６０万ｋＷ １４９３万ｋＷ

※各内訳ごとに四捨五入されているため、合計において一致しない場合がある。

再生可能エネルギー発電設備の導入状況

（出典）資源エネルギー庁「平成25年度（2013年度）エネルギー需給実績（速報）」
をもとに国土交通省国土政策局作成。

一次エネルギー国内供給量の推移

（出典）資源エネルギー庁公表資料をもとに国土交通省国土政策局作成。

(1018J [エクサ
ジュール])

(年度)
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日本の気候変動とその影響

○地球温暖化により、以下をはじめとする影響が予測されている。
・21世紀末の日本周辺の気候は、年平均気温が平均4.4℃（3.9～4.7℃）上昇し、

大雨による降水量が平均40.5%（33.2～53.4%）増加
（※いずれもRCP8.5シナリオで、将来気候の予測（2080～2100年平均）と現在気候（1984～2004年平均）との差による）

・河川の基本高水を超える洪水の発生頻度は現在の最大4.4倍にまで増加
（※SRES A1Bシナリオによるもの）

年平均気温：平均4.4度上昇
降水量：平均40.5%増加

気候

洪水：河川の基本高水を超える洪水の発生頻度は現在の1.8～4.4倍
程度に増加

高潮：仮に海面が60cm上昇すると、ゼロメートル地帯の面積、人口が
5割増加

渇水：無降水日数の増加、積雪量の減少
土砂災害：大雨による斜面崩壊リスクの増加

災害

熱中症：1995年以降年間死亡者数の増加
ヒトスジシマカ（デング熱を媒介）：分布域の北上

健康

コメ：生産地が北上（品質悪化の懸念）
サワラ：漁獲量の増加 スルメイカ：漁獲量の減少

農業、水産業

三大湾における高潮リスクを有するエリアの拡大

「日本の気候変動とその影響（2012年度版）、平成25年3月、文部科学省 気象庁、環境省」、「日本国内における気候変動による影響の評価の
ための気候変動予測について（お知らせ）、平成26年6月、環境省」より国土交通省作成

自然生態系
チョウ類、トンボ類の分布域の北上、
拡大
熱帯・亜熱帯サンゴ礁の分布に適
する海域の消失

SRES A1B シナリオを利用。倍率は将来気候（2075～2099）の
氾濫発生確率を現在気候（1979～2003）の氾濫発生確率で
割ったものの中央値。

-0.5
0.5-0.7
0.7-0.9
0.9-1.0
1.0-1.1
1.1-1.5
1.5-2.0
2.0-3.0
3.0-5.0
5.0-10.0
10.0-

流域別の氾濫可能性倍率

現状

海面上昇

凡例

約60cmの海面上昇とは、AR4で21世紀末に予測される全球平均海面水位の上昇の予測の上限
（A1Flシナリオ：59cm）に相当する。現在気候は1979～2003年、将来気候は2075～2099年
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○空き家は、一貫して増加傾向にあり、この２０年間で倍増。地域的には、甲信、四国地方で、空き家率の高い都道府県が見られる。
○特に過疎地域の集落では、荒廃農地や必要な施業が行われない森林等の問題が顕在化。
○長期にわたり土地を放置すると、①土壌浸食等による治山・治水上の問題、②農作物・林産物被害等の経済上の問題、③景観・生

態系に係る問題等多岐にわたる問題の発生が懸念。

空き家の増加／土地の放置による国土の荒廃

都道府県別空き家率(2013年）

二次的住宅：別荘及びその他（たまに寝泊まりする人がいる住宅）
賃貸用又は売却用の住宅：新築・中古を問わず，賃貸又は売却のために空き家になっている住宅
その他の住宅：上記の他に人が住んでいない住宅で，例えば，転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の
住宅や建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅など

（出典）総務省「住宅・土地統計調査（速報集計）」（平成26年7月）を基に作成。

過疎地域等の集落で発生している問題

（出典）総務省・国土交通省「過疎地域等における集落の状況に関する現況把握調査」（平成
23年3月）を基に作成。

（注）市町村担当者へのアンケート結果（複数回答可）

長期にわたり放置した土地の状態

安全に係る問題

生産に係る問題

景観・生態系に係る問題
・ 耕作放棄された棚田等の植生遷移に伴う

景観の悪化
・ 間伐未実施による林内の光環境悪化と林

床植生の減少
・ シカ食害による天然更新の阻害

・ 耕作放棄地における草本植生の繁茂が、
イノシシ・サルの温床となることによる周辺
耕作地農作物被害

・ シカによる苗木の採食、樹皮剥ぎ
・ ナラ枯れ、松食い虫被害

・ 間伐未実施による林内の光環境悪化やシカ
食害等の林床植生の減少による土壌浸食

・ 風倒被害

（出典）国土交通省国土政策局「長期的な国土の管理水準向上に資する選択的管理に関する調
査」（平成２４年３月）を基に作成。
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○農地が減少する中、荒廃農地【客観ベース】は27.3万ha（2013年）。また、耕作放棄地【主観ベース】は39.6万ha（2010年）で
ありこの２０年間増加（耕作放棄地率は１０．６％）。耕作放棄地率の高い市町村は山間部、半島部に多い。

○山林の保有規模が小さい林家は、施業や経営に対する意欲が低い傾向がある。

【市区町村別耕作放棄地率分布（2010年）】

出典：農林水産省「農林業センサス｣（2010）
耕作放棄地率＝耕作放棄地面積／（経営耕地面積＋耕作放棄地面積）
データが秘匿されている町村は白地となっている。

耕作放棄地率（％） 市区町村数

国土空間の変化（国土の管理状況（農地、森林））

出典：農林水産省「農林業センサス｣，「荒廃農地の発生・解消状況に関する調査」より

※「耕作放棄地」とは、以前耕地であったもので、過去１年以上作物を栽培せず、しかも
この数年の間に再び耕作する考えのない土地。
※「荒廃農地」とは、「現に耕作に供されておらず、耕作の放棄により荒廃し、通常の農
作業では作物の栽培が客観的に不可能となっている農地」

【農地（耕地）面積の推移】

【耕作放棄地面積及び耕作放棄地率と
荒廃農地面積の推移】

出典：農林水産省「耕地及び作付面積統計｣より
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【今後の林業経営

についての意向】

出典：林野庁「森林・林業白書（H25)」
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国土空間の変化（森林資源の充実）

○ 人工林が本格的な利用期を迎える中、豊富な森林資源を循環利用することが重要。
○ 新たな木材需要の創出、国産材の安定的・効率的な供給体制の構築により、林業の成長産

業化を実現し、人口減少が進展する山村地域に産業と雇用を生み出す。
○ 森林の整備・保全を通じた森林吸収源対策を推進。多面的機能の維持・向上により美しく伝統

ある山村を次世代に継承。

我が国の森林資源の推移

2倍以上に増加

豊富な森林資源

新たな木材需要の創出、国産材の安定供給体制の構築、多面的機能の維持・向上

林業の成長産業化の実現、山村地域の産業と雇用の創出

億m3

資料：林野庁「森林資源の現況」（各年の３月31日現在の数値）
注：総数と内訳の計の不一致は、単位未満の四捨五入による。

農林水産業・
地域の活力
創造プランの
実行
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